
■
一
般
会
計

　

行
政
改
革
の
対
象
と
し
て
、

福
祉
の
分
野
や
公
民
館
等
へ
の

指
定
管
理
導
入
は
問
題
で
あ
り
、

反
対
で
あ
る
。
人
件
費
の
増
加

が
見
込
ま
れ
る
中
、
パ
ー
ト
、

非
正
規
労
働
者
な
ど
の
賃
金
引

上
げ
は
当
然
で
あ
る
が
、
こ
れ

に
乗
じ
て
特
別
職
ま
で
引
き
上

げ
る
こ
と
は
、
市
民
感
情
か
ら

し
て
や
め
る
べ
き
だ
と
考
え
る
。

広
域
行
政
で
取
り
組
ん
で
い
る

東
京
直
結
鉄
道
誘
致
運
動
も
、

多
く
の
要
望
署
名
が
集
ま
っ
た

と
し
て
い
る
が
、
周
辺
自
治
体

で
は
熱
が
冷
め
て
い
る
の
で
は

な
い
か
。
ま
た
、
鉄
道
が
延
伸

さ
れ
る
こ
と
が
ま
ち
の
活
性
化

に
つ
な
が
る
か
の
よ
う
な
発
言

が
あ
る
が
、
つ
く
ば
エ
ク
ス
プ

レ
ス
と
は
異
な
る
こ
と
か
ら
計

画
を
取
り
や
め
、
市
内
循
環
バ

ス
を
充
実
さ
せ
る
こ
と
で
利
便

性
の
高
い
ま
ち
づ
く
り
を
す
べ

き
と
考
え
る
。
保
育
行
政
に
つ

い
て
は
、
保
育
士
不
足
対
策
と

し
て
、
対
症
療
法
的
な
方
法
で

は
な
く
、
正
規
保
育
士
の
処
遇

の
改
善
を
図
っ
て
い
た
だ
き
た

い
。
有
資
格
者
を
掘
り
起
こ
す

こ
と
に
予
算
を
つ
け
る
こ
と
で
、

保
育
の
質
を
向
上
さ
せ
、
ま
ち

の
活
性
化
に
資
す
る
こ
と
に
な

る
と
考
え
る
。
ま
た
、
本
来
福

祉
は
公
が
担
う
べ
き
だ
と
い
う

考
え
を
変
え
る
こ
と
は
で
き
な

い
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ

い
て
は
、
個
人
情
報
保
護
問
題

な
ど
制
度
の
持
つ
危
険
性
を
指

摘
し
、
廃
止
す
べ
き
で
あ
る
。

税
の
公
平
性
を
前
面
に
出
し
な

が
ら
、
よ
り
厳
し
い
負
担
を
強

い
ら
れ
る
の
は
庶
民
で
あ
り
、

シ
ス
テ
ム
整
備
に
多
く
の
税
金

を
投
入
し
、
今
後
も
そ
の
運
営

に
多
額
の
税
金
が
使
わ
れ
る
こ

と
に
も
反
対
で
あ
る
。

　

民
生
費
で
は
、
ケ
ー
ス
ワ
ー

カ
ー
１
人
に
対
し
、
相
談
者
が

95
・
４
人
で
は
、
も
は
や
限
界

で
あ
り
、
一
日
も
早
く
、
国
基

準
の
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
１
人
に

つ
き
80
人
に
正
す
べ
き
で
あ
る
。

　

衛
生
費
で
は
、
要
望
の
多
い

前
立
腺
ガ
ン
も
検
診
に
組
み
入

れ
、
短
期
人
間
ド
ッ
ク
の
制
度

化
と
助
成
も
必
要
で
あ
る
。

　

商
工
費
で
は
、
市
独
自
の
指

針
を
図
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
の

た
め
に
も
正
規
職
員
の
増
員
が

必
要
で
あ
る
。

　

教
育
費
で
は
、
全
国
学
力
テ

ス
ト
へ
の
参
加
と
土
曜
授
業
は

や
め
る
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、

い
じ
め
や
不
登
校
な
ど
の
問
題

に
対
し
、
子
供
た
ち
が
日
常
的

に
相
談
で
き
る
よ
う
、
全
校
に

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
配

置
す
る
必
要
が
あ
る
。
以
上
の

理
由
な
ど
に
よ
り
反
対
す
る
。

■
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

国
か
ら
支
援
金
が
入
金
さ
れ

る
の
に
高
す
ぎ
る
国
保
税
を
引

き
下
げ
な
い
の
は
問
題
で
あ
り
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
が
運
用
さ

れ
て
い
る
こ
と
に
も
反
対
で
あ

る
。
ま
た
、
広
域
化
を
進
め
る

こ
と
は
、
か
え
っ
て
生
活
者
の

声
が
届
き
に
く
く
な
り
、
社
会

背
景
が
大
き
く
変
わ
る
中
、
国

庫
負
担
金
を
削
減
し
て
い
る
こ

と
も
問
題
で
あ
り
反
対
で
あ
る
。

■
介
護
保
険
特
別
会
計

　

介
護
予
防
を
重
視
す
る
立
場

か
ら
反
対
で
あ
る
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
に
対
し
て
の
差
別
医

療
で
あ
り
、
制
度
そ
の
も
の
に

反
対
で
あ
る
。

■
水
道
事
業
会
計

　

水
は
市
民
の
命
綱
で
あ
り
、

市
民
生
活
が
苦
し
い
中
で
、
値

下
げ
の
方
向
を
検
討
す
べ
き
と

考
え
、
反
対
で
あ
る
。
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平成28年度各会計予算を可決

一般会計は501億1,300万円で1.0％の減
予算総額936億2,705万4千円

　平成28年度各会計予算の審査に当たって
は、９人の委員で構成する予算審査特別委員
会を設置し、３月17日、18日、22日の３日
間にわたり慎重に審査を行い、各会計予算を
原案のとおり可決しました。

予算審査特別委員会
　予算審査特別委員会とは、新
年度予算が適正に編成され、健
全で効率のよい財政運営が図ら
れるかどうかを審査するために
設置される委員会です。
　なお、委員は次のとおりです。

委 員 長

副委員長

委 員

石原 義雄

鶴岡    潔

滝本 恵一　邑樂    等

古橋 敏夫　織田 真理

𠮷岡 美雪　小室美枝子
平井 正一　

反
対
討
論

反
対
討
論

反
対
討
論

平成28年度各会計予算規模

区　　　分 予算額（千円）対前年度増減率
一 般 会 計

国民健康保険

下水道事業

用 地 取 得

介 護 保 険
次木親野井特定土
地区画整理事業

後期高齢者医療

小 計

水 道 事 業

合 計

特　
　
　

別　
　
　

会　
　
　

計

50,113,000

23,318,100

3,716,000

117,000

9,793,300

295,000

1,479,000

38,718,400

4,795,654

93,627,054

△1.0%

△0.1%

△1.6%

11.4%

△3.1%

△5.4%

13.0%

△0.6%

△2.0%

△0.9%



歳　出
501億1,300万円

歳　入
501億1,300万円

■
一
般
会
計

 

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
予

算
規
模
で
501
億
１
千
300
万
円
、

対
前
年
度
比
１
％
、
４
億
８
千

400
万
円
の
減
と
な
っ
た
。

 
歳
入
の
特
徴
と
し
て
は
、
法

人
市
民
税
は
税
制
改
正
の
影
響

で
大
幅
な
減
と
な
っ
て
お
り
、

市
税
全
体
と
し
て
は
約
400
万
円

の
減
と
な
っ
て
い
る
。
普
通
交

付
税
に
つ
い
て
は
、
基
準
財
政

需
要
額
算
定
の
測
定
単
位
で
あ

る
人
口
が
減
っ
た
こ
と
に
よ
る

減
や
、
合
併
算
定
替
え
特
例
の

激
減
緩
和
措
置
の
３
年
目
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
一
本
算
定
と
合

併
算
定
替
え
の
交
付
基
準
の
差

の
50
％
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
で
、

臨
時
対
策
特
例
債
と
合
わ
せ
５

億
６
千
900
万
円
の
減
と
な
っ
た
。

財
政
調
整
基
金
か
ら
６
億
４
千

万
円
を
一
般
財
源
に
繰
り
入
れ

る
な
ど
、
必
要
な
財
源
の
確
保

が
一
段
と
厳
し
い
状
況
の
中
、

合
併
時
に
市
民
に
約
束
し
た
行

政
サ
ー
ビ
ス
は
基
本
的
に
そ
の

水
準
を
落
と
さ
な
い
と
の
行
政

運
営
の
あ
り
方
が
守
ら
れ
て
い

る
。
ま
た
、
発
行
期
限
が
延
長

さ
れ
た
合
併
特
例
債
の
有
効
活

用
や
指
定
管
理
制
度
の
導
入
推

進
、
多
種
多
様
な
市
民
要
望
に

応
え
、
財
政
健
全
化
法
及
び
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮

さ
れ
て
の
現
実
を
直
視
し
た
予

算
編
成
で
あ
り
、
新
総
合
計
画

の
実
施
に
向
け
、
必
要
な
部
門

へ
の
予
算
配
分
が
行
わ
れ
た
予

算
で
あ
る
と
評
価
す
る
。

 

歳
出
に
つ
い
て
は
、
超
高
齢

化
社
会
で
一
般
財
源
が
厳
し
い

中
、
社
会
保
障
費
へ
の
対
応
を

図
り
つ
つ
、
予
算
編
成
方
針
に

基
づ
く
経
費
の
聖
域
な
き
見
直

し
が
行
わ
れ
た
結
果
、
適
切
に

予
算
配
分
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

総
務
費
で
は
、
フ
ェ
イ
ス
ブ

ッ
ク
充
実
の
た
め
の
広
報
活
動

費
や
防
犯
灯
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
及
び

防
犯
カ
メ
ラ
の
増
設
な
ど
防
犯

推
進
費
が
計
上
さ
れ
て
お
り
評

価
す
る
。

 

民
生
費
で
は
、
待
機
児
童
解

消
へ
向
け
た
施
策
と
し
て
、
認

定
こ
ど
も
園
へ
の
移
行
の
た
め

の
保
育
所
建
設
助
成
費
が
新
規

計
上
さ
れ
る
と
と
も
に
、
70
人

分
の
定
員
を
増
や
す
保
育
所
定

員
増
に
伴
う
減
収
分
助
成
事
業

と
保
育
士
確
保
策
と
し
て
の
宿

舎
借
上
げ
支
援
事
業
費
が
新
規

計
上
さ
れ
て
お
り
評
価
す
る
。

 

農
林
水
産
業
費
で
は
、
農
産

物
ブ
ラ
ン
ド
化
の
確
立
に
向
け

た
取
り
組
み
、
農
業
後
継
者
対

策
の
た
め
の
就
農
支
援
事
業
費

や
青
年
就
農
補
助
金
な
ど
が
計

上
さ
れ
て
お
り
、
将
来
を
見
据

え
た
事
業
を
評
価
す
る
。

 

教
育
費
で
は
、
近
年
の
高
温

度
化
や
ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
現

象
な
ど
に
よ
る
園
児
及
び
児
童

生
徒
の
健
康
に
配
慮
し
た
施
策

と
し
て
、
小
中
学
校
空
調
設
備

設
置
事
業
費
及
び
幼
稚
園
の
空

調
設
備
設
計
費
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
中
学
校
ト
イ
レ

改
修
事
業
費
が
計
上
さ
れ
て
お

り
評
価
す
る
。

■
各
特
別
会
計
及
び
水
道
事
業

会
計

　

そ
れ
ぞ
れ
会
計
の
目
的
に
沿

っ
た
適
切
な
予
算
措
置
が
さ
れ

て
い
る
。

一般会計予算の内訳 繰入金　2.4%
11億7,990万8千円

繰越金　1.7%
8億5千万円

民生費　38.7％
193億9,581万8千円

教育費　14.4％
72億1,141万1千円 

土木費　11.9％
59億8,217万7千円

公債費　10.2％
51億2,278万1千円 

総務費　8.5％
42億4,369万円

衛生費　7.5％
37億6,007万4千円 

消防費　3.6％
18億109万5千円

農林水産業費　1.7%
8億4,660万3千円

その他　3.5%
17億4,935万1千円

使用料及び手数料　2.3％
11億6,878万3千円 

その他　3.4％
16億9,989万9千円 

市税　44.2%
221億4,772万7千円

国庫支出金　13.9%
69億8,393万6千円

市債　10.1％
50億4,900万円

地方交付税　8.5％
42億7,484万9千円

県支出金　6.0%
29億7,898万5千円

地方消費税交付金　5.0％
25億1,860万円

諸収入　2.5%
12億6,131万3千円
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賛
成
討
論

賛
成
討
論

賛
成
討
論

審査風景


